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	　平成○年○月○日死亡した被相続人A（以下「A」という。）の相続財産について、Aの妻である共同相続人甲（以下「甲」という。）、Aの長男である共同相続人乙（以下「乙」という。）、Aの次男である丙（以下「丙」という。）、Aの長女である丁（以下「丁」という。）との間で遺産分割協議を行い、本書のとおり合意したため、本書を４通作成する。	Comment by 菰田法律事務所: 被相続人を特定する情報として、死亡年月日のほか、本籍地を記載するのが一般的です。結局は、被相続人を特定できれば良いのですが、理論上は同日に死亡した同姓同名がいるかもしれません。そのため、本籍地まで記載することが一般的です。	Comment by 菰田法律事務所: 「相続財産」と「遺産」という表現が混在しています。意味はどちらも同じですが、本文以下では専ら「遺産」という表現が出てきているので「遺産」に統一すべきでしょう。	Comment by 菰田法律事務所: 甲と乙は「共同相続人」という記載になっていますが、丙と丁には記載がなく統一性を欠きます。どちらでもいいですが一方に統一すべきです。

（遺産分割の対象とする財産の確認）
第１条　甲、乙、丙及び丁は、被相続人Aの遺産が別紙遺産目録記載のとおりであることを確認する。仮に、今後これ以外の遺産が新たに発見されたときは、甲がその遺産の２分の１の共有持分権を、乙、丙及び丁がそれぞれその遺産の６分の１の共有持分権を有しているものであること、その遺産が負債である場合も、その負債の負担割合が、甲がその２分の１、乙、丙及び丁がそれぞれその負債の６分の１の割合で負担することを確認する。	Comment by 菰田法律事務所: 前文で、被相続人Aのことを「A」というと定義づけている以上、第1条に記載する際も「A」と記載すべき（「被相続人」は不要）です。	Comment by 菰田法律事務所: この記載方法だと、新たに発見された遺産が単なる動産でも共有になります。また、不動産でも共有になります。もし、一人に集めるのではなく、別途協議する訳でもなく、このような記載にしたいのであれば、後日発見された遺産が何なのかによって分け方を考えた方が良いでしょう。
また、債務について負担割合を定めても債権者に対しては対抗できませんので、クライアントにちゃんと説明しましょう。

（甲の取得分）
第２条　甲は、次に記載する遺産を取得する。
　　　　⑴　不動産
　　　　　①　別紙遺産目録第一の１の土地の共有持分権２分の１
　　　　　②　別紙遺産目録第一の３の建物の共有持分権２分の１

　　　　⑵　その他の財産
　　　　　①　別紙遺産目録第六の２のBSD製作所退職金　金１億2000万円
　　　　　②　別紙物件目録第六の４のその他動産類等

（乙の取得分）
第３条　乙は、次に記載する遺産を取得する。
　　　　⑴　不動産
　　　　　①　別紙遺産目録第一の１の土地の共有持分権２分の１
　　　　　②　別紙遺産目録第一の３の建物の共有持分権２分の１
　　　　　③　別紙物件目録第一の５の土地の共有持分権５分の２
　　　　⑵　借地権
　　　　　　別紙物件目録第二の借地権
　　　　⑶　株式
　　　　　　別紙物件目録第三の５の株式
　　　　⑷　ゴルフ会員権
　　　　　　別紙物件目録第四の１のゴルフ会員権
　　　　⑸　公社債
　　　　　　別紙物件目録第五の１の割引国庫債券
　　　　⑹　その他の財産
　　　　　①　別紙物件目録第六の１の現金・預金の内金3000万円
　　　　　②　別紙物件目録第六の３の退職金

（丙の取得分）
第４条　丙は、次に記載する遺産を取得する。
　　　　⑴　不動産
　　　　　①　別紙遺産目録第一の２の土地の共有持分権２分の１
　　　　　②　別紙物件目録第一の６の土地の共有持分権５分の２
　　　　⑵　株式
　　　　　①　別紙物件目録第三の１の株式
　　　　　②　別紙物件目録第三の６の株式
　　　　⑶　ゴルフ会員権
　　　　　　別紙物件目録第四の２のゴルフ会員権
　　　　⑷　その他の財産
　　　　　　別紙物件目録第六の１の現金預金から金１億4500万円

（丁の取得分）
第５条　丁は、次に記載する遺産を取得する。	Comment by 菰田法律事務所: 各自の取得分が記載されておりますが、遺産目録記載の遺産で網羅されていない遺産があったり、重複があったりと、取得内容が明らかに間違っています。今回の分割内容が全ての遺産を完全に網羅できているか、必ずチェックするようにしましょう。
　　　　⑴　不動産
　　　　　①　別紙遺産目録第一の１の土地の共有持分権２分の１
　　　　　②　別紙遺産目録第一の４の建物の区分所有権
　　　　⑵　株式
　　　　　①　別紙物件目録第三の２の株式
　　　　　②　別紙物件目録第三の３の株式
　　　　　③　別紙物件目録第三の４の株式
　　　　⑶　ゴルフ会員権
　　　　　①　別紙物件目録第四の３のゴルフ会員権
　　　　⑷　公社債
　　　　　　別紙物件目録第五の２の割引債券

（負債の整理）	Comment by 菰田法律事務所: この条文の意味を正確に理解しておいてください。
負債も遺産であり、被相続人が亡くなった以上、誰かが相続しなくてはなりませんし、何も決めなければ当然に法定相続分で分割承継されます。したがって、この条文の法的意味は、「負債は法定相続分に従って、各相続人が相続する」「遺産の内、別紙物件目録第六の１記載の現金及び預金の内、金５５００万円については、法定相続分に従って、各相続人が相続する」となります。これを合体させて、分かりやすくしたものが、本条でしょう。
第６条　甲、乙、丙及び丁は、別紙物件目録第七記載の負債があることを確認し、その負債の返済を別紙物件目録第六の１記載の現金及び預金の中から支払うことを確認する。

（祭祀の承継者）
第７条　甲、乙、丙及び丁は、○○家の祖先の祭祀を主催する者を乙と定める。
　　２　○○家の系譜、祭具及び墓の所有権並びに墓地の使用権は、乙が取得する。

（本遺産分割協議の実行）	Comment by 菰田法律事務所: このような相続手続を第三者に委任する委任契約を締結することは、法的に有効ですし、法的にだけ考えると、この第三者が代理人として全ての手続を行えるはずです。しかし、現実はそうではありません。このような委任をしても、銀行や法務局は、本人の意思確認のためにも、結局は実印を求めて来ます。なので、あまり実益はありません。
第８条　甲、乙、丙及び丁は、本書に記載した各相続人の遺産の取得の実行行為及びその手続を弁護士甲野太郎に委任する。	Comment by 菰田法律事務所: 遺産取得の実行行為というのが何を指しているのかが不明ですので、委任契約の内容の特定が不十分です。「各種相続財産の名義変更、解約、払い戻し、その他本遺産分割合意を執行するために必要な一切の手続」等と具体的な委任内容を記載しなくてはなりません。
以　上

平成○年○月○日
甲
　住　所
　　　　○　　○　　○　　○　　㊞	Comment by 菰田法律事務所: 押印は、法的に必須ではありませんが、後の紛争を予防するためにも実印で押印し、印鑑証明書を添付します。
乙
　住　所
　　　　○　　○　　○　　○　　㊞　　　　
丙
　住　所
　　　　○　　○　　○　　○　　㊞
丁
住　所
　　　　○　　○　　○　　○　　㊞
	

	
	
	




	
	
	
	
	

	
	遺産目録

第一　不動産
　　１　所　　　在　　　新宿区戸山○丁目
　　　　地　　　番　　　八八四番弐
　　　　地　　　目　　　宅地
　　　　地　　　積　　　壱七四・八四㎡

　　２　所　　　在　　　新宿区戸山○丁目
　　　　地　　　番      八八五番三
　　　　地　　　目      宅地
　　　　地　　　積      六七壱・八八㎡

　　３　所　　　在　　　新宿区戸山○丁目八八四番地
　　　　家屋番号　　　五九七番
　　　　種　　　類　　　居宅
　　　　構　　　造　　　木造亜鉛メッキ鋼板瓦交葺三階建
　　　　床  面  積　　　壱階　壱壱六・五弐㎡
　　　　　　　　　　　　弐階　　九参・九六㎡
　　　　　　　　　　　　三階　　六四・三七㎡

　　４　（一棟の建物の表示）
　　　　所　　　在　　　目黒区上目黒○丁目　266番地３
　　　　建物の名称　　　アルペン上目黒
　　　　構　　　造　　　鉄筋コンクリート造コンクリート屋根地下１階付３階建
　　　　床  面  積　　　１階　　　584．60㎡
　　　　　　　　　　　　２階　　　545．12㎡
　　　　　　　　　　　　３階　　　354．56㎡
　　　　　　　　　　　　地下１階　463．35㎡
　　　（敷地権の目的たる土地の表示）
　　　　土地の符号　　　１
　　　　所在及び地番    目黒区上目黒○丁目　266番３
　　　　地　　　目　　　宅地
　　　　地　　　積      986．58㎡
　　　（専有部分の建物の表示）
　　　　不動産番号　　　1230456
　　　　家屋番号　　　目黒区上目黒○丁目266番３の302
　　　　建物の番号　　　302
　　　　種　　　類      居宅
　　　　構　　　造      鉄筋コンクリート造１階建
　　　　床  面  積　　　３階部分　　350．34㎡
　　　（敷地権の表示）
　　　　土地の符号　　　１
　　　　敷地権の種類　　所有権
　　　　敷地権の割合　　100分の20

　　５　所　　　在　　　群馬県吾妻郡嬬恋村大字桑原字大田
　　　　地　　　番　　　壱壱参番
　　　　地　　　目　　　原野
　　　　地　　　積      弐〇四三㎡
　　　　のうち持分五分の弐
　
　　６　所　　　在　　　群馬県吾妻郡嬬恋村大字桑原字大田
　　　　地　　　番　　　壱壱四番
　　　　地　　　目　　　原野
　　　　地　　　積      八七四㎡
　　　　のうち持分五分の弐
　
第二　借地権
　　　　所　　　在　　　港区南青山○丁目
　　　　地　　　番      一番一
　　　　地　　　目      宅地
　　　　地　　　積      一五二八・六二平方メートル	Comment by 菰田法律事務所: 一筆の土地の一部が分割対象財産になる場合は、範囲を特定するために、記載例のように測量図面を添付することがあります。	Comment by 菰田法律事務所: 間違いではないですが他の記載と同様「㎡」に統一した方が良いでしょう。
　　　　のうち一五五・六四平方メートル
　　　　（別紙図面のABCDAの各点を順次結んだ線内の土地）※別紙は省略

第三　株式（第四に含まれるものを除く）	Comment by 菰田法律事務所: 以下に記載のある株式や会員権、社債等については、遺産分割協議書にどの情報まで記載すべきかは法律上決まっていません。結局は債務者側が名義変更手続に応じることが可能な程度に特定されているかが重要です。
また、各金融機関によって、名義変更手続の際に特定しておいてほしいと思う情報が異なる場合もあるので、協議書作成の前に、どのような情報があれば手続に応じてもらえるかを確認しておくとスムーズです。
特に、株式の場合は、証券会社を通じていることが通常でしょうから、取扱い証券会社や口座情報がないと、証券会社が手続できないことが多いです。
　　１　会社名　　　日立製作所
　　　　株式数　　　４万株
　　２　会社名　　　日産自動車
　　　　株式数　　　２万株
　　３　会社名　　　三井物産
　　　　株式数　　　４万2500株
　　４　会社名　　　日本電信電話
　　　　株式数　　　一・〇二株
　　５　会社名　　　BSD製作所
　　　　株式数　　　１万5000株
　　６　会社名　　　BKC製作所
　　　　株式数　　　8000株

第四　ゴルフ会員権	Comment by 菰田法律事務所: ゴルフ会員権には、預託金会員制や株主会員制、社団法人制の３種類があり、大半は預託会員制と思われます。ゴルフ会員権の相続性については争いがあり、社団会員制や預託会員制のうち会則が相続性を否定している場合は相続が否定される運用が大勢です。他方で、株主会員制や預託会員制のうち会則が相続性を肯定している場合は相続の対象になります。会則に相続の定めがない場合については、譲渡の定めがあれば相続も認められる可能性があります。いずれにせよ、相続についてゴルフ場の理事会の承認が必要になる場合が多く、相続可能かどうかについて事前に確認しておくと良いでしょう。
　　１　経営会社　　　株式会社横浜国際ゴルフ倶楽部
　　　　コース名　　　横浜カントリークラブ
　　　　番　　号　　　第○号	Comment by 菰田法律事務所: 仮に記載例の会員権が預託金会員制のゴルフ会員権であったとしたら、会員番号のほか、預託金証券番号や預託金証書記載金額等を記載するとより特定ができて間違いないでしょう。
　
　　２　経営会社　　　株式会社武蔵カントリー倶楽部
　　　　コース名      武蔵カントリー倶楽部
　　　　株 式 数      １株	Comment by 菰田法律事務所: 株主会員制のゴルフ会員権の場合、株式の特定として、券種、記号、番号等の記載があればより特定できるしょう。

　　３　経営会社      常陸観光開発株式会社
　　　　コース名      水戸ゴルフクラブ
　　　　番　　号　　　第○号
　
第五　公社債
　　１　割引国庫債券　　　　　金　　4000万円	Comment by 菰田法律事務所: 対象権利の特定が不十分です。債券の場合、債券の銘柄や名称、利率、金額、コード番号、口座開設者、口座番号を記載して特定します。
　　２　割引債券(商工中金)    金１億1496万円

第六　その他財産
　　１　現金及び預貯金　　　金２億3000万円	Comment by 菰田法律事務所: 現金と預貯金は別物（預金は債権）ですので、別途記載すべきです。
預貯金は銀行名、支店名、預貯金の種類（普通・定期等）、口座番号を記載して特定をします。
預金残高は必ずしも記載する必要はありません。むしろ利息等で変動する可能性もあるので記載しない方がいいでしょう。
　　２　BSD製作所退職金　　 金１億2000万円	Comment by 菰田法律事務所: 死亡退職金は、遺族の生活保障という側面も強く、そもそも遺産に含まれるかどうか争いがあります。実務では、死亡退職金に関する支給規定を参照し、遺族の生活保障のための権利と解される場合には、受給権者の固有の権利となり、遺産から外れます。ただ、遺産から外れたものについても、相続人全員の合意があれば、分割協議の対象にすることは問題ありません。
　　３　BKC製作所退職金　　 金3500万円
　　４　その他動産類等　　　金250万円	Comment by 菰田法律事務所: これでは特定が出来ていません。
動産について別途動産目録を作成した方が良いでしょう。

第七　消極財産等
　　　負債等　　　　　　　　金5500万円	Comment by 菰田法律事務所: 負債を遺産分割協議の対象とするには、相続人全員の合意が必要になります。なお、記載例では負債の内容が特定できていません。負債の発生原因（例：債権者●●からの平成●月●日付借入金元本金●●円）や残高等を個別に記載して特定すべきです。
なお、よく争いになるものとして、相続前後に生じた遺産の固定資産税や葬儀費用等があります。これについては、大前提として、相続開始後に発生した債務は遺産ではないので、遺産分割の対象にはなりません。（葬儀費用も負の遺産と考えられがちですが、実務上は喪主が負担すべき債務とされています。）
また、相続開始前の負債は、前述の通り法定相続分に応じて当然承継するため、遺産分割の対象になりません。
以　上
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